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いて事件の受理，不受理をきめていたこと，などの点が
特色として指摘できるが，これは，通常裁判所において
行政事件が裁判されたことが，通常裁判所の行政に対す
る介入と考えられたため，その両者の関係をどう処理し
ていくかという点で，動揺していたことを示している。
　7．　明治憲法制定と行政裁判所の設置の理由
　明治23年（1890年）を期して国会を開設する旨の詔勅
を発せしめたのは，明治14年の政変であったといわれ
る。すなわち，明治14年いわゆる開拓使官有物払下事件
が起きた。この事件を契機として，政府は問題の払下処
分を取止めることに決定し，同時に詔勅をもって明治23
年を期して国会を開設する旨を告知した。この目的は，
沸騰する世論の沈静にあったが，政府は，同時に，大隈
重信を免官処分に付して，権力の座にある薩長勢力の結
束，一致を示した。大隈がこのように免官されると，こ
れまで大隈から重用されていた人々も連侠して辞職し
た。これが明治14年の政変とよばれるものである。
　政府はこの国会開設にそなえて憲法制定事業に着手せ
ざるを得なくなった。これは，自由民権運動に対応する
という側面も有するが，同時に条約改正を達成するため
にも，また，わが国の近代化の上からも必要であったと
いうことである。
　以上の考察から，明治元年から，15年頃までの法制度
の特色としては，〔1府政権と司法権との明確な分離はな
されず，行政権を主体とする行政権と司法権との交錯し
た状態にあったこと，②一方では，行政制度も司法制度
もフランスの法制度を導入しようとしていたが，これも
藩閥政治の道具として利用されたこと，（3にの時期にお
いては結局，司法権の行政権に対する独立が自由民権運
動の一つの柱となっていたといえること，などの点を指
摘できると思われる。
　このような司法権の行政権に対する独立の主張は，明
治憲法制定に当って，同時に行政権の司法権からの独立
を意味した。
　明治憲法下の行政裁判所設置の理由は，伊藤博文の
「憲法義解」に象徴されているといってよい。すなわ
ち，（1）司法裁判所は民法上の事件を処理し，行政官の処
分を取り消す権力をもたず，これを認めれば「行政官ハ
正二司法官二隷属スル」ことになること，②行政処分は
公益の保持を目的としているので，公益の問題を熟知し
ていない司法官の介入を排除すること，に，行政裁判所
設置の理由があった。上の（1｝の点については，行政権の
独立を根拠に行政権の「独善的恣意」が危惧されること
を意味し，また，②の点は，裁判官の行政知識の欠如が
危惧されることを意味する。この双方の危惧は，現在に
おいても行政裁判法制をどのように体系化すべきかとい
う基本問題を考える場合に最も注意しなけれぽならない
点といわなけれぽならない。同時に，行政裁判法制を（a）
国民の基本権の制度として位置づけるか，（b）それとも国
家目的を実現する制度として位置づけるかにより，自か
らその制度の性格，運用が異ってこよう。明治憲法下の
行政裁判所設置の基本的目的が上の（b）にあったことはい
うまでもない。伊藤博文の行政裁判所設置の理由に関す
る見解は，上の（b）を前提とした見解であったといってよ
い。
　8．明治憲法下の行政裁判法制の特色
　明治憲法第61条に基づいて定められた行政裁判法は，
4章47条からなり，第1章行政裁判所の組織，第2章行
政裁判所の権限，第3章訴訟手続，第4章附則となって
いた。この行政裁判法の規定から，行政裁判法制度の特
色として，一般につぎのような点が指摘されている。
　（1｝行政裁判所は一審制で，始審にして終審であったこ
と，②訴訟事項に関し概括列記主義を採用していたこ
と，（3）訴願前置主義が採用されていたこと，（4）一定の出
訴期間を定め，行政訴訟を制限していたこと，（5＞訴訟手
続については職権主義が強調されていたこと，（6）行政裁
判所法を認める行政訴訟は原則としてすべて抗告（覆審）
訴訟であり，また，違法な行政処分によって生じた損害
賠償の請求については，行政裁判所の権限外とされ，公
法上の損害補償あるいは損害賠償の訴訟は，司法裁判所
の管轄に属するとされたこと，（7雁限裁判所制度が確立
されなかったために，行政裁判所と司法裁判所との間の
権限の抵触は解決されなかったこと，などである。
　以下，さらに，これらの特色のいくつかをとり上げて
検討を加える。
　一審制一この行政裁判制度の特色は一審制であった
ということである。明治憲法下の行政裁判所は，全国で
唯一つ東京に置かれているのみであり，階層制による区
別は全くなかった。行政裁判所の審理に係属するまでに
は，まず一般の行政庁が事案を処理し行政庁の処分又は
訴願の裁決に不服のある場合にはじめて，行政裁判所に
出訴できるとされていたが，行政訴訟としては，行政裁
判所の審理が始審であり，終審であった。
　この一審制については，再審査の途がないため，関係
者にとっては不安であり，これに対しては早くから非難
されていた。
　行政裁判所の位置　　行政裁判所は，明治憲法上，行
政各部に属し，司法機関ではなかった。明治憲法におい
て「司法」といっているのは，もっぱら民事および刑事
の裁判のみを意味し，行政裁判を含まず，単に「裁判所」
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又は「裁判官」といっているのは，司法裁判所，司法裁
判官のみを意味していた。明治憲法第24条で「法律二定
ムル裁判官ノ裁判」というのは，司法裁判だけを指し，
第60条で「特別裁判所」というのは，民事又は刑事の裁
判中ある特殊の事件を掌る機関を指すものとされてい
た。したがって，行政裁判所は，憲法上の裁判所ではな
く，行政機関であり，行政組織の中にありながら，裁判
所同様の組織を有する特別の行政機関であり，天皇の名
において法律により行政裁判を行うものであったのであ
る。
　長官・評定官の地位一行政裁判所の構成員は，行政
裁判所長官及び評定官であり，その他に書記がいた。行
政裁判所の長官及び評定官の地位については，裁判官と
比較して，つぎのような特色があった。すなわち，長官
及び評定官は，司法裁判官と同様に刑罰又は懲戒に基づ
く以外には，その意に反して職を奪われないという権利
が保障されていた。しかし，裁判官とはその地位の保障
について多少の柑違があった。すなわち，（i）裁判官は直
接に憲法によりその地位を保障されているのに対して，
行政裁判所の長官及び評定官については憲法上の規定は
なく，法律によりその権利が与えられていた。（ii）裁判官
は，終身官であり，その職を退いた後も，なお，退職判
事として終身その官だけは保有することができたが，行
政裁判所の長官や評定官は終身宮ではなく，その職を去
ると共に，当然官をも失うことになっていた。（iii）裁判官
には定年制が設けられていたが，長官及び評定官には定
年制がなかった。このため長官及び評定官はいかに老衰
しても自ら辞職するか又は行政裁判所の総会の決議によ
る以外は，退官させることができなかったのである。
　行政訴訟と訴願との関係一訴願前置主義についての
考え方は，つぎのようであった。すなわち，訴願と行政
訴訟とは．その審理事項からして，明確な区別をするこ
とはできず，訴願の目的とする事項も，行政訴訟の目的
となる事項も全く同じであり，行政訴訟と訴願との法律
上の区別は，実質上の区別ではなく，形式上の区別であ
った。このため，行政訴訟と訴願との区別の主要点は，
（1）手続上の相違と②審理機関の相違の二点であった。
　①　手続上の相違一行政訴訟は口頭弁論主義を採用
し，訴願は書面審理主義を採用していた。
　②　審理機関の相違一行政訴訟と訴願とはその審理機
関の性質が異なっていた。すなわち，行政訴訟とは，専
ら行政裁判所の審理に属する訴訟をいい，行政裁判所は
行政機関ではあるが一応司法裁判所と同様に政府に対し
て独立した機関であるとされた。これに対して，訴願機
関は，このような独立機関ではない。訴願法第2号は
「訴願セントスル者ハ処分ヲ為シタル行政庁ヲ経由シテ
直接上級行政庁二之ヲ提起スヘシ」と規定し，第3条は
「各省大臣ノ処分二対シ訴願セントスル者ハ其省二之ヲ
提起スヘシ」と規定していたのであり，訴願は行政組織
の普通の系統における上級庁又は各省大臣の処分に対し
ては大臣自身に提起するものとされていたのである。す
なわち，各省大臣または大臣の指揮の下にある普通の行
政庁が審理し，場合によっては，市町村会，市参事会ま
たは府県参事会がその審理裁決機関となっていた。ま
た，関税訴願審査委員会のように，特殊な事件に関する
訴願を審理する機関もあったが，これらの機関も政府か
ら独立した機関ではなく，各省大臣またはその下にある
行政庁の監督を受ける機関であった。
　③　審理事項の相違一行政訴訟事件と訴願事件とは，
その種類及び範囲を異にしていた。この両者の最も重要
な相違は，行政訴訟の対象となる事件は，法規の適用に
関する事件に限られ，何が政策上適当であるかという問
題には及ぼなかったが，これに対し，訴願の対象となる
事件は，単に法律上適法であるか否かの問題だけではな
く，何が政策上適当であるかという問題にも及んだとい
う点である。すなわち訴願法第1条は，単に「訴願ハ法
律勅令二別段ノ規程アルモノヲ除ク外左二掲クル事件二
付之ヲ提起スルコトヲ得」としていたのに対して，行政
裁判に関する明治23年法律第106号は「法律勅令二別段
ノ規程アルモノヲ除ク外左二掲クル事件二付行政庁ノ違
法処分二由リ権利ヲ殿損セラレタリトスル者ハ行政裁判
所二出訴スルコトヲ得」と規定しており，訴願について
は違法処分たることを要件とせず，行政訴訟についての
み違法処分たることを要件としていたのである。
　行政訴訟と訴願との関係については，（1）訴願が行政訴
訟の前審である場合，（21訴願と行政訴訟とのいずれか一
方のみが許されている場合，（3）訴願と行政訴訟との何れ
の手段をとるかが当事者の選択にまかされている場合，
の三つの場合があったが，ここでは，（1）の場合について
のみ触れておく。
　行政裁判所法第17条2項によると，各省大臣の処分ま
たは内閣直轄官庁もしくは地方上級行政庁の処分を違法
とする場合には，訴願の手続を経ないで，直ちに行政裁
判所に出訴することが出来たが，警察署長，税務署長，
市町村長などの地方下級行政庁の処分に対しては，同条
1項の「行政訴訟ハ法律勅令二特別ノ規程アルモノヲ除
ク外地方上級行政庁二訴願シ其裁決ヲ経タル後二非サレ
ハ之ヲ提起スルコトヲ得ス」という規定があったため，
たとえば，収税署長の租税賦課処分に不服であればまず
所管の税務監督局長に訴願し，警察署長の営業不許可処
分に不服であれば府県知事（東京の場合は警視総監）に
訴願し，その裁決に不服である場合にはじめて行政訴訟
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を提起することができたのである。
　また，地方上級庁または内閣直轄官庁の処分に対して
は，原則として直ちに行政訴訟を提起できるが，とく
に，訴願を経た後でなけれぽ提起できないとされている
場合もあった。たとえば，府県税の賦課処分に対しては
府県知事に異議の申立をし，知事はこれを府県参事会の
決定に付し，その決定に不服のある場合に行政裁判所に
出訴できるとされていた。
　このような訴願前置主義が認められる理由としては，
｛1｝簡単な手続で，当事者のためにも便宜であること，②
行政裁判所の審理に移る前にできるだけ審査をつくし，
その判断をできるだけ適正なものとすること，（3）行政裁
判所の負担をなるべく軽減すること，などの点があげら
れていた。
　しかし，訴願手続は，きわめて不備・不統一であり，
どういう場合にどういう手続が認められているかが明ら
かではなく，したがって，訴願手続を経なければ行政裁
判所に訴を提起できないとしたことは，国民を苦しめる
経過をもたらした。とくに，訴願手続には短期の訴願期
間等の定めがあり，その期間を経過すれぽ，原則として
救済の途が閉されていた。しかも，このような複雑な訴
願手続を経て訴願を提起しても，訴願人の請求の多くは
十分に公正な審査を加えられることはなく，結局，訴訟
手段に訴えざるをえなかった。このため，審級の増加に
よる争訟解決の遅延とそれに要する費用の増加は，訴願
人を苦しめるにすぎなかったのである。
　行政訴訟事項（列記主義）一明治憲法下の行政裁判
法は，違法処分による権利の殿損について，すべての場
合に行政裁判所に出訴することを認めていたのではな
く，法律勅令により出訴を認められていた事項について
のみ，出訴することができるとしていた。このため，行
政訴訟を提起できるのは列記事項のみに限定されていた
ので，行政訴訟の提起が適法であることを証明するため
には，出訴権者は法律又は勅令による成文法上の根拠を
提示しなければならなかった。もし法律勅令に規定のな
い事件であれば，不適法な行政訴訟として却下されたの
である。
　以上のような特色を有する明治憲法下の行政裁判制度
は，形式的には，一応，近代的法治国家の法制度を採用
していたということができるが，実質的には違法行政に
対する救済の途を閉ざしていた警察国家的裁判制度であ
ったといえるのである。
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